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異議の決定 

 

異議２０２０－７０００４１ 

 

（省略） 

特許権者 株式会社益田建設 

 

（省略） 

代理人弁理士 山川 雅男 

 

（省略） 

特許権者 三菱商事建材株式会社 

 

（省略） 

代理人弁理士 山川 雅男 

 

（省略） 

特許権者 ミサワホーム株式会社 

 

（省略） 

代理人弁理士 山川 雅男 

 

（省略） 

特許異議申立人 川野 俊彦 

 

 

 特許第６５５２２３９号発明「家屋の外壁施工方法」の特許異議申立事件に

ついて、次のとおり決定する。 

 

結論 

 特許第６５５２２３９号の明細書及び特許請求の範囲を訂正請求書に添付さ

れた訂正明細書及び特許請求の範囲のとおり、訂正後の請求項〔１－４〕につ

いて訂正することを認める。 

 特許第６５５２２３９号の請求項１ないし４に係る特許を維持する。 

 

理由 

第１ 手続の経緯 

 

 特許第６５５２２３９号（以下「本件特許」という。）に係る特許出願（以

下「本件特許出願」という。）は、平成２７年３月２５日に出願され、令和１

年７月１２日にその特許権の設定登録がされ、同年７月３１日に特許掲載公報

が発行されたものであり、その後の特許異議の申立ての経緯は以下のとおりで
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ある。 

 

令和２年１月２８日 特許異議申立人川野俊彦（以下「申立人」という。）

による請求項１ないし４に係る発明の特許に対する特許異議の申立て 

同年３月１９日付け 取消理由通知 

同年５月２２日  特許権者による意見書の提出及び訂正の請求 

（以下、「本件訂正請求」といい、本件訂正請求による訂正を「本件訂正」と

いう。） 

同年９月３０日  申立人による意見書の提出 

 

第２ 訂正の適否 

 

１．訂正の内容 

 本件訂正の内容は、以下のとおりである（下線は当審で付した。以下同

様。）。 

 

（１）訂正事項１ 

 特許請求の範囲の請求項１に 

「壁面支持土台部には前記外壁支柱の土台連結部に嵌合可能な被連結部を等間

隔に立設し、」 

と記載されているのを、 

「壁面支持土台部には、 

 家屋の四隅部において、前記壁面支持土台部に開設された円形の貫通穴に嵌

合されてアンカーに連結される円筒形状の円筒形連結具の中空部に圧接翼を介

して圧入されるとともに、前記壁面支持土台部、前記円筒形連結具、および隣

接する他の壁面支持土台部に形成された嵌合溝に嵌合する連結翼片を備えた連

結金具とともにボルトにより共締めされる連結管の先端に形成され、 

 隅部以外においては、前記壁面支持土台部を貫通するアンカーにねじ込まれ

た連結パイプの先端部に形成されて前記外壁支柱の土台連結部に嵌合可能な被

連結部を等間隔に立設し、」 

に訂正する（請求項１の記載を引用する請求項２ないし４も同様に訂正する）。 

 

（２）訂正事項２ 

 願書に添付した明細書の段落【０００７】に 

「壁面支持土台部５には前記外壁支柱２の土台連結部に嵌合可能な被連結部を

等間隔に立設し、」 

と記載されているのを、 

「壁面支持土台部５には、 

 家屋の四隅部において、前記壁面支持土台部５に開設された円形の貫通穴に

嵌合されてアンカー１６に連結される円筒形状の円筒形連結具１８の中空部に

圧接翼１９ａを介して圧入されるとともに、前記壁面支持土台部５、前記円筒

形連結具１８、および隣接する他の壁面支持土台部５’に形成された嵌合溝５
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ａに嵌合する連結翼片２２ａを備えた連結金具２２とともにボルト２１により

共締めされる連結管１９の先端に形成され、 

 隅部以外においては、前記壁面支持土台部５を貫通するアンカー１６にねじ

込まれた連結パイプ２３の先端部に形成されて前記外壁支柱２２の土台連結部

に嵌合可能な被連結部を等間隔に立設し、」 

に訂正する。 

 

２．訂正の目的の適否、新規事項の有無、特許請求の範囲の拡張・変更の存否

及び一群の請求項 

（１）訂正事項１について 

ア．訂正の目的について 

 訂正事項１に係る訂正は、「被連結部」について、「家屋の四隅部において、

前記壁面支持土台部に開設された円形の貫通穴に嵌合されてアンカーに連結さ

れる円筒形状の円筒形連結具の中空部に圧接翼を介して圧入されるとともに、

前記壁面支持土台部、前記円筒形連結具、および隣接する他の壁面支持土台部

に形成された嵌合溝に嵌合する連結翼片を備えた連結金具とともにボルトによ

り共締めされる連結管の先端に形成され」るとともに、「隅部以外においては、

前記壁面支持土台部を貫通するアンカーにねじ込まれた連結パイプの先端部に

形成され」ることを限定するものであるから、特許法第１２０条の５第２項た

だし書き第１号に規定する特許請求の範囲の減縮を目的とするものに該当する。 

 

イ．新規事項の追加について 

 上記訂正事項１に関して、本件特許明細書には次の記載がある。 

「【００３５】 

 本例において、地震時の浮き上がり力が大きな家屋四隅部には、浮き上がり

力に対する抵抗力の高いホールダウン構造が形成される。 

【００３６】 

 ホールダウン構造は、土台連結用のアンカー１６に支柱ユニット４の外壁支

柱２を浮き上がり不能に連結して形成され、図４（ａ）に示すように、円筒形

状に形成される円筒形連結具１８と、連結管１９とを有する。 

【００３７】 

 円筒形連結具１８は、土台５に開設された円形の貫通穴に嵌合されてナット

２０を使用してアンカー１６に連結され、連結管１９は、圧接翼１９ａを介し

て円筒形連結具１８の中空部に圧入される。 

【００３８】 

 これら円筒形連結具１８と連結管１９とは、図５に示すように、土台５、円

筒形連結具１８、および連結管１９を貫通するボルト２１により共締めされる。

円筒形連結具１８への連結状態において連結管１９の先端部は土台５から突出

して被連結部８を形成し、支柱ユニット４の外壁支柱２は、下端に開設した土

台連結部７を被連結部８に嵌合させた後、ドリフトピン１２を被連結部８に貫

通させることにより土台５に固定される。 

【００３９】 
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 また、本例において、上記円筒形連結具１８は、隣接する他の土台５'の連

結用中継部材を兼用し、円筒形連結具１８を貫通したボルト２１に断面コ字形

状の連結金具２２が共締めされる。 

【００４０】 

 この連結金具２２に形成される連結翼片２２ａは隣接土台５'に形成された

嵌合溝５ａに嵌合された後、連結翼片２２ａを貫通するドリフトピン１２によ

り隣接土台５'に固定される。 

【００４１】 

 さらに、上記隅部以外のアンカー１６y は、図６に示すように、土台５を貫

通し、その先端に連結パイプ２３がねじ込まれる。この連結パイプ２３の先端

部は、土台５から突出して被連結部８を形成し、隅部以外の外壁支柱２は、土

台連結部７を被連結部８にドリフトピン１２を使用して連結することにより土

台５に固定される。」 

 

 そうすると、訂正事項１に係る訂正のうち、「家屋の四隅部」における「被

連結部」についての事項は上記段落【００３５】ないし【００４０】の記載等

に、また、「隅部以外」における「被連結部」についての事項は上記段落【０

０４１】の記載等に基づくものであり、いずれも願書に添付した明細書、特許

請求の範囲又は図面（以下「明細書等」という。）に記載した事項の全ての記

載を総合することにより導かれる技術的事項との関係において新たな技術的事

項を導入するものではなく、明細書等に記載した事項の範囲内においてされた

ものといえる。 

 

ウ．特許請求の範囲の拡張又は変更について 

 請求項１についての上記訂正事項１に係る訂正は、いずれも特許請求の範囲

の減縮を目的とするものであって、カテゴリーや対象、目的を変更するもので

はないから、実質上特許請求の範囲を拡張し又は変更するものではない。 

 

（２）訂正事項２について 

 上記訂正事項２に係る訂正は、上記訂正事項１に係る訂正に伴い特許請求の

範囲と明細書の記載を整合させる訂正であるから、特許法第１２０条の５第２

項ただし書き第３号に規定する明瞭でない記載の釈明を目的とするものである。 

 また、当該訂正は、上記訂正事項１に係る訂正と同様に、明細書等に記載し

た事項の範囲内においてするものであり、実質上特許請求の範囲を拡張し又は

変更するものではない。 

 したがって、訂正事項２は、特許法第１２０条の５第９項で準用する特許法

第１２６条第５項及び第６項の規定に適合する。 

 

（３）一群の請求項について 

 訂正事項１及び２に係る訂正前の請求項１ないし４は、請求項２ないし４が

請求項１の記載を引用するものであるから、これらの訂正は一群の請求項に対

して請求されたものである。 
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３．小括 

 以上のとおり、本件訂正請求による訂正は特許法第１２０条の５第２項ただ

し書第１号及び第３号に掲げる事項を目的とするものであり、かつ、同条第９

項において準用する同法第１２６条第５項及び第６項の規定に適合するので、

本件特許の特許請求の範囲を、訂正請求書に添付された訂正特許請求の範囲及

び明細書のとおり、訂正後の請求項〔１－４〕について訂正することを認める。 

 

第３ 訂正後の本件特許発明 

 

 本件訂正請求により訂正された請求項１ないし４に係る発明（以下、それぞ

れ「本件訂正特許発明１」ないし「本件訂正特許発明４」という。）は、訂正

請求書に添付した訂正特許請求の範囲の請求項１ないし４に記載された事項に

より特定される、以下のとおりのものである。 

 

「【請求項１】 

 屋根、床等の上部荷重を梁材とともに線荷重として支える外壁支柱間に面材

を配置して家屋の外壁を形成する在来工法における家屋の外壁施工方法であっ

て、 

 下端に土台連結部を開設した複数の外壁支柱と、幅寸法が全て等寸法で、外

壁支柱の側方に面材を支持する複数の枠体とから、単一の外壁支柱の側方に前

記枠体を固定し、または複数の外壁支柱間と一方の外壁支柱の側方に前記枠体

を固定して支柱ユニットを予め形成するとともに、 

 壁面支持土台部には、 

 家屋の四隅部において、前記壁面支持土台部に開設された円形の貫通穴に嵌

合されてアンカーに連結される円筒形状の円筒形連結具の中空部に圧接翼を介

して圧入されるとともに、前記壁面支持土台部、前記円筒形連結具、および隣

接する他の壁面支持土台部に形成された嵌合溝に嵌合する連結翼片を備えた連

結金具とともにボルトにより共締めされる連結管の先端に形成され、 

 隅部以外においては、前記壁面支持土台部を貫通するアンカーにねじ込まれ

た連結パイプの先端部に形成されて前記外壁支柱の土台連結部に嵌合可能な被

連結部を等間隔に立設し、 

 前記外壁支柱の土台連結部を壁面支持土台部の被連結部に嵌合させた後、引

き抜き不能に固定して支柱ユニットを順次立設するとともに隣接する他の支柱

ユニット同士をユニット間連結金具を介して側方に相互に連結して家屋外壁を

形成する在来工法における家屋の外壁施工方法。 

【請求項２】 

 前記支柱ユニットの上縁は、外壁支柱、および枠体の上縁に固定される単一

の梁材により形成されるとともに、該梁材が上階に配置される支柱ユニットの

壁面支持土台部となる請求項１記載の在来工法における家屋の外壁施工方法。 

【請求項３】 

 前記支柱ユニットは、Ｌ字状に連結して自立状態を保持した家屋の隅部を開
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始点として順次支柱ユニットを連結して壁面を延設する請求項１または２記載

の在来工法における家屋の外壁施工方法。 

【請求項４】 

 前記枠体の室内対応表面に固定される内壁板材の表面に対して外壁支柱の室

内側端部を突出させて真壁を形成する１、２または３記載の在来工法における

家屋の外壁施工方法。」 

 

第４ 特許異議申立理由の概要及び証拠 

 

 申立人は、特許異議申立書（以下「申立書」という。）において、概ね以下

の「１．」に示す申立理由を主張するとともに、証拠方法として、以下の

「２．」に示す各甲号証を提出している。 

 また、申立人は、令和２年９月３０日提出の意見書に添付して、以下の

「３．」に示す各甲号証を提出している。 

 

１．特許異議申立理由の概要 

 申立人が異議申立書において主張する特許異議申立理由は、異議申立書第３

ページの表の「理由の要点」の欄及び第１３ページ「（５）」の記載等からみ

て、概略次のものであると認められる。 

 

（１）訂正前の本件特許の請求項１及び２に係る発明（以下、訂正前の本件特

許の請求項１に係る発明を「本件特許発明１」といい、同様に訂正前の本件特

許の請求項２ないし４に係る発明をそれぞれ「本件特許発明２」ないし「本件

特許発明４」という。）は、甲第１号証及び甲第１号証の２から把握される発

明であって、本件特許出願前に電気通信回線を通じて公衆に利用可能となった

発明である（異議申立書第３ページの表の「理由の要点」の欄の「○１（当審

注：「○１」は丸数字の１を示す。以下同様。）」、第１３ページ「（５）ア」

等）。 

 

（２）本件特許発明１及び２は、甲第１号証の２及び甲第２号証ないし甲第４

号証から把握される発明であって、本件特許出願前に公然実施をされた発明で

ある（異議申立書第３ページの表の「理由の要点」の欄の「○２」、第１３ペ

ージ「（５）イ」等）。 

 

（３）本件特許発明３は、甲第１号証の２に記載された発明及び甲第５号証に

示される周知技術から容易に想到し得る発明である（異議申立書第３ページの

表の「理由の要点」の欄の「○３」、第１３ページ「（５）ウ」等）。 

 

（４）本件特許発明４は、甲第１号証の２に記載された発明及び甲第６号証に

示される周知技術から容易に想到し得る発明である（異議申立書第３ページの

表の「理由の要点」の欄の「○４」、第１３ページ「（５）ウ」等）。 
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２．申立書に添付して提出された証拠方法 

甲第１号証 ｉｄｅａｈｎｅｔ、「ハイブリットユニット工法」、ＹｏｕＴｕ

ｂｅ、ＵＲＬ：ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｙｏｕｔｕｂｅ．ｃｏｍ／ｗａｔｃ

ｈ？ｖ＝ＳｏＭｏＮ８Ｂ９ｂＲＹ 

甲第１号証の２ 甲第１号証のウェブページに掲載された動画、ＹｏｕＴｕｂ

ｅ、ＵＲＬ：ｈｔｔｐｓ：／／ｙｏｕｔｕ．ｂｅ／ＳｏＭｏＮ８Ｂ９ｂＲＹ 

甲第１号証の３ ウェブページ及び動画の存在に関する事実実験公正証書 

甲第２号証 マスイデア、「ハイブリットユニット工法」、ＵＲＬ：ｈｔｔ

ｐ：／／ｗｗｗ．ｍａｓｉｄｅａ．ｃｏｍ／ｈｙｂｒｉｄ－ｕｎｉｔ／ 

甲第３号証 株式会社益田建設「新しい工務店支援システムと新工法「ハイブ

リットユニット工法」」、ＰＲ ＴＩＭＥＳ、２０１４年７月３日、ＵＲＬ：

ｈｔｔｐｓ：／／ｐｒｔｉｍｅｓ．ｊｐ／ｍａｉｎ／ｈｔｍｌ／ｒｄ／ｐ／０

００００００１７．０００００２６０１．ｈｔｍｌ 

甲第４号証 「ユニット工法を工務店に提供 益田建設 大工工事を２０日で完

了」、新建ハウジング、平成２６年７月１０日、第６ページ 

甲第５号証 特開２０００－１９９２６７号公報 

甲第６号証 登録実用新案第３０９１８２４号公報 

 

３．意見書に添付して提出された証拠方法 

甲第７号証 登録実用新案第３０８９１８４号公報 

甲第８号証 特開２００２－２９４８７５号公報 

甲第９号証 特開２００９－６８２９３号公報 

 

第５ 取消理由通知に記載した取消理由について 

 

１．取消理由の概要 

 当審が令和２年３月１９日付けで特許権者に通知した取消理由の概要は次の

とおりである。 

 

（１）本件特許発明１及び２は、本件特許出願前に日本国内又は外国において、

頒布された又は電気通信回線を通じて公衆に利用可能となった甲第１号証の２

に記載された発明に基いて、本件特許出願前にその発明の属する技術の分野に

おける通常の知識を有する者が容易に発明をすることができたものであるから、

請求項１及び２に係る特許は、特許法第２９条第２項の規定に違反してされた

ものであって、取り消されるべきものである。 

 

（２）本件特許発明３は、本件特許出願前に日本国内又は外国において、頒布

された又は電気通信回線を通じて公衆に利用可能となった甲第１号証の２及び

甲第５号証に記載された発明に基いて、本件特許出願前にその発明の属する技

術の分野における通常の知識を有する者が容易に発明をすることができたもの

であるから、請求項３に係る特許は、特許法第２９条第２項の規定に違反して

されたものであって、取り消されるべきものである。 
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（３）本件特許発明４は、本件特許出願前に日本国内又は外国において、頒布

された又は電気通信回線を通じて公衆に利用可能となった甲第１号証の２及び

甲第６号証に記載された発明に基いて、本件特許出願前にその発明の属する技

術の分野における通常の知識を有する者が容易に発明をすることができたもの

であるから、請求項４に係る特許は、特許法第２９条第２項の規定に違反して

されたものであって、取り消されるべきものである。 

 

２．甲各号証について 

（１）甲第１号証、甲第１号証の２及び甲第１号証の３ 

ア．公知性について 

 甲第１号証はＹｏｕＴｕｂｅのウェブページ（ＵＲＬ：ｈｔｔｐｓ：／／ｗ

ｗｗ．ｙｏｕｔｕｂｅ．ｃｏｍ／ｗａｔｃｈ？ｖ＝ＳｏＭｏＮ８Ｂ９ｂＲＹ）

の写しであって、ウェブページ上部の画面内には「０：００／３：１７」との

記載があり、当該画面の下には「７，０５３回視聴・２０１４／１１／０６」

との記載がある。 

 ＹｏｕＴｕｂｅが、投稿された動画をインターネット上で不特定多数に共有

するウェブサイトであることは広く知られているところ、甲第１号証の２の動

画は、ＵＲＬが「ｈｔｔｐｓ：／／ｙｏｕｔｕ．ｂｅ／ＳｏＭｏＮ８Ｂ９ｂＲ

Ｙ」であって甲第１号証とＵＲＬの一部が共通すること、甲第１号証の画面と

同一の場面を含むこと、再生時間が３分１７秒であって甲第１号証の「０：０

０／３：１７」との記載と整合すること等から、甲第１号証のウェブサイトに

おいて共有された動画であると認められる。 

 そして、甲第１号証の「７，０５３回視聴・２０１４／１１／０６」との記

載における「２０１４／１１／０６」が動画が投稿された日を示すことは明ら

かであるから、甲第１号証の２の動画は２０１４年１１月６日に投稿されたも

のであって、本願出願前にインターネット上で不特定多数に共有されることに

より、電気通信回線を通じて公衆に利用可能となったものと認められる。 

 なお、甲第１号証の３は、甲第１号証のウェブページ及び甲第１号証の２の

動画の存在に関する事実実験の公正証書であって（申立書第７ページ第８〜１

１行）、甲第１号証の２に示された以外の技術事項を開示するものではない。 

 

イ．甲第１号証の２から把握できる事項 

 甲第１号証の２の動画からは、以下の点を把握することができる（以下では、

動画の再生時間について、例えば１分２３秒のことを「［０１：２３］」のよ

うに示す。また、以下の各項には、対応する時間帯における動画のキャプチャ

画面を参考として付した（ただし、各項に記載した事項は、当該画面のみから

看取したものではなく、付記した時間帯の動画全体から看取したものであ

る。）。なお、下線は当審で付した（下線については、他の甲号証についても

同様。）。）。 

 

（ア）「２枚の窓を有する外壁パネル（以下「外壁パネルＡ」という。）が、
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建築物の土台に等間隔に立設された金具（以下「土台金具」という。）に嵌合

されて立設される」点、及び、「外壁パネルＡの土台金具の位置に水平方向に

金具（以下「水平方向金具」という。）が打ち込まれる」点を看取することが

できる（［００：５６］〜［０１：３７］）。 

 

 
（［０１：０９］の画面） 

 

（イ）「窓のない外壁パネル（以下「外壁パネルＢ」という。）が、一方の側

端部上側に金具（以下「側端部金具」という。）を有するとともに他方の側端

部上側に溝（以下「側端部溝」という。）を有する」点、及び、上記「（ア）」

の工程に続いて「外壁パネルＢの一方の側端部が隣接する外壁パネルＡに連結

されるとともに、建築物の土台に立設される」点を看取することができる

（［０１：３７］〜［０１：５０］）。 
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（［０１：３７］の画面） 

 

（ウ）「１枚の窓を有する外壁パネル（以下「外壁パネルＣ」という。）が、

「複数の柱と、柱の側方に面材を支持する複数の枠体とからなり、上縁に単一

の梁を有する」点、「外壁パネルＣの柱間に面材を配置する」点、「外壁パネ

ルＣの枠体の幅寸法が全て等寸法である」点、「外壁パネルＣの複数の柱間と

一方の柱の側方に枠体を固定した」点、及び、上記「（イ）」の工程に続いて

「外壁パネルＣの柱が、外壁パネルＢに隣接して、建築物の土台に立設された

土台金具に嵌合されて立設される」点を看取することができる（［０１：５０］

〜［０２：０９］）。 

 

 
（［０１：５４］の画面） 
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（エ）「上階の外壁パネル（以下「外壁パネルＤ」という。）が下階の外壁パ

ネルの梁に立設された金具に嵌合されて立設される」点を看取することができ

る（［０２：２４］〜［０２：４０］）。 

 

 
（［０２：２５］の画面） 

 

（オ）画面中央下の看板に「宅地分譲 全７区画 建築条件付売地 ○３（当審

注：「○３」は丸数字の３を意味する。）区画 新築住宅」と書かれている点

を看取することができ（［０３：０２］）、これを踏まえると、「（ア）ない

し（エ）」からみて、甲第１号証の２の動画は「住宅の外壁の施工方法」に係

るものであると理解することができ、また、「（ア）ないし（ウ）」における

「建築物の土台」は「住宅の土台」であるといえる。 

 

 



 12 / 30 

 

（［０３：０２］の画面） 

 

（カ）「外壁パネルＡ」、「外壁パネルＢ」及び「外壁パネルＣ」は、それぞ

れ別個の外壁パネルではあるものの、連続して建築物の土台に立設され、相互

に隣接するものであるから、その構造や接合に関する基本的な構成は共通する

と解するのが自然であって、上記「（ア）ないし（ウ）」を総合すると、「外

壁パネルＡ」、「外壁パネルＢ」及び「外壁パネルＣ」はいずれも、「複数の

柱と、面材を支持する枠体とからなり、上縁に単一の梁を有する」点、「柱間

に面材を配置する」点、「壁パネルの柱が住宅の土台に等間隔に立設された金

具に嵌合されて立設される」点、「外壁パネルの土台金具の位置に水平方向に

水平方向金具が打ち込まれる」点、及び、「一方の側端部上側に金具を有する

とともに他方の側端部上側に溝を有しており、当該一方の側端部が隣接する外

壁パネルに連結される」点を備えるものと認められる。 

 また、上記「（エ）」の「外壁パネルＤ」も、上階に立設されるものであっ

て建築物の土台に立設されるものではないものの、その他の点については「外

壁パネルＡ」、「外壁パネルＢ」及び「外壁パネルＣ」と同様であって、「複

数の柱と、面材を支持する枠体とからなり、上縁に単一の梁を有する」点、及

び、「柱間に面材を配置する」点を備えるものと認められる。 

 

（キ）上記「（カ）」の検討を踏まえると、上記「（ウ）」から、「一部の外

壁パネルは、枠体の幅寸法が全て等寸法であり、複数の柱間と一方の柱の側方

に枠体を固定したものである」ということができる。 

 

 以上を総合すると、甲第１号証の２からはつぎの発明（以下「引用発明１」

という。）が、本願出願前に電気通信回線を通じて公衆に利用可能となったも

のと認められる。 

 

「外壁パネルが、複数の柱と、柱の側方に面材を支持する複数の枠体とからな

り、上縁に単一の梁を有し、柱間に面材を配置しており、 

 複数の外壁パネルの柱が住宅の土台に等間隔に立設された土台金具に嵌合さ

れて立設され、 

 当該外壁パネルの土台金具の位置に水平方向に水平方向金具が打ち込まれ、 

 外壁パネルが、一方の側端部上側に側端部金具を有するとともに他方の側端

部上側に側端部溝を有しており、当該一方の側端部が隣接する外壁パネルに連

結され、 

 上階の外壁パネルが下階の外壁パネルの梁に立設された金具に嵌合されて立

設され、 

 一部の外壁パネルは、枠体の幅寸法が全て等寸法であり、複数の柱間と一方

の柱の側方に枠体を固定したものである 

住宅の外壁の施工方法。」 

 

（２）甲第５号証 
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 本件特許の出願前に頒布された刊行物である甲第５号証には以下の記載があ

る。 

 

ア．「【請求項１】 住宅建築において、二面を突き合せて平断面Ｌ字型及び

／又はＴ字型に組んだフレーム（１）の外壁面側にはその全面に外壁材（２）

を張り、また内壁面側にはその下部張残し面（Ｊ）を除いた中部及び上部面に

内壁材（３）を張って成るＬ字型及び／又はＴ字型の外壁コーナーパネル（Ａ）

と、それらの外壁コーナーパネル（Ａ）間に納まり、一面に組んだフレーム

（４）の外壁面側にはその全面に外壁材（５）を張り、また内壁面側にはその

下部張残し面（Ｋ）を除いて中部及び上部面に内壁材（６）を張って成る外壁

フラットパネル（Ｂ）と、根太材（７）とそれを繋ぐ床フレーム（２３）の上

に床板材（８）を張って成る床パネル（Ｃ）とを、運搬車両に積載可能サイズ

に形成し、前記床パネル（Ｃ）の壁立付け部分に間隔置きにボルト固定部（９）

を設け、前記外壁コーナーパネル（Ａ）及び前記外壁フラットパネル（Ｂ）の

各上部フレーム（１ｂ），（４ｂ）と下部フレーム（１ａ），（４ａ）に前記

床パネル（Ｃ）のボルト固定部（９）に対応するボルト固定部（１０）をそれ

ぞれ設け、それらの設計所要サイズの各パネルを予め工場にて所要枚数作成し、

それらの各パネルを建築現場に搬入し、その建築現場において、予め設置して

おいた基礎（Ｌ）上に固定した土台枠（Ｄ）の上に、前記床パネル（Ｃ）を載

置してボルト固定し、前記床パネル（Ｃ）のボルト固定部（９）上に前記外壁

コーナーパネル（Ａ）を自立させた後、追っかけ外壁コーナーパネル（Ａ）の

前記内壁下部張残し面（Ｊ）から前記床パネル（Ｃ）に対して各外壁コーナー

パネル（Ａ）の下部フレーム（１ａ）をボルト固定し、各外壁コーナーパネル

（Ａ）間の前記床パネル（Ｃ）のボルト固定部（９）上に外壁フラットパネル

（Ｂ）を直立させ、追っかけ外壁フラットパネル（Ｂ）の内壁下部張残し面

（Ｋ）から前記床パネル（Ｃ）に対して各外壁フラットパネル（Ｂ）の下部フ

レーム（４ａ）をボルト固定し、さらに追っかけ前記自立した各外壁コーナー

パネル（Ａ）の上部フレーム（１ｂ）と前記直立させた各外壁フラットパネル

（Ｂ）の上部フレーム（４ｂ）との全体に頭つなぎランナー材（Ｅ）を掛け渡

して各外壁パネル（Ａ），（Ｂ）を一体的に固定して外壁囲壁面を形成し、そ

の頭つなぎランナー材（Ｅ）上にその上の階の各床パネル（Ｃ）同士を水平に

それぞれ突き付け載置してその根太材（７）を頭つなぎランナー材（Ｅ）を挟

んで前記各外壁パネル（Ａ），（Ｂ）の上部フレーム（１ｂ），（４ｂ）にボ

ルト固定し、固定された各床パネル（Ｃ）のボルト固定部（９）上に前記外壁

コーナーパネル（Ａ）を自立させて上記工程と同様に順次その上階部分を組み

立てて行くことを特徴とする自立型外壁コーナーパネルを用いたパネル工法。」 

 

 以上を総合すると、甲第５号証には以下の技術事項（以下「甲５記載技術事

項」という。）が記載されているものと認められる。 

 

「パネル工法において、自立型外壁コーナーパネルを用い、Ｌ字型の外壁コー

ナーパネルを自立させた後、外壁フラットパネルを直立させて外壁囲壁面を形
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成する点。」 

 

（３）甲第６号証 

 本件特許の出願前に頒布された刊行物である甲第６号証には以下の記載があ

る。 

 

ア．「【００１３】 

【考案の実施の形態】 

 本考案に係る構造用パネルに関する実施形態について以下に詳述する。図１

は、壁面に用いる構造用パネル１の斜視図を示している。図２は、柱３０に取

り付けた状態での図１のＡ－Ａ断面図であり、図３は、図２のＢ－Ｂ断面図で

ある。図４は、図２における真壁材２の柱３０への係合状態を示す部分拡大断

面図である。 

【００１４】 

 配向性ストランドボードからなる矩形状の真壁材２と矩形状の面材３との間

には、その長手方向に３本の枠材４が所定の間隔を空けて平行に配置され、枠

材４の両端は枠材５により固定されている。そして、真壁材２及び面材３は、

釘着又は接着により枠材４及び枠材５に固定されている。枠材４及び枠材５に

より囲まれた空間には必要に応じて断熱材６を配設しておいてもよい。 

 

イ．「【００１７】 

 構造用パネル１を取り付けた状態では、真壁材２が室内に露出した状態にな

るため、室内の湿気を吸収して湿度調整機能を果たすようになる。」 

ウ．図２はつぎのものである。 

 

【図２】 

 
 

エ．上記「イ．」の記載を参照すると図２においては真壁材２が位置する側で

ある図の下側が室内であると理解でき、この点及び上記「ア．及びイ．」の記

載を踏まえると、図２からは「構造用パネル１を柱３０に取り付けた状態では、
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真壁材２の表面に対して、柱３０の室内側端部が突出する」点を看取すること

ができる。 

 

 以上を総合すると、甲第６号証には以下の技術事項（以下「甲６記載技術事

項」という。）が記載されているものと認められる。 

 

「壁面に用いる構造用パネルにおいて、構造用パネルを柱に取り付けた状態で

は、枠材の室内側に固定される真壁材の表面に対して、柱の室内側端部が突出

する点。」 

 

（４）甲第７号証 

 本件特許の出願前に頒布された刊行物である甲第７号証には以下の記載があ

る。 

 

ア．「【００２６】 

 次に第２、３実施形態を図４〜５、図６〜７を参照して説明する。尚、前記

第１実施形態と同一部分には同一符号を付し、その詳細な説明を省略する。第

２実施形態においては、第１の連結部材を形成するアンカーボルト 32 を埋設、

固定したコンクリート基礎 31 を第１の被接合部材とし、コンクリート基礎 31

の上面に設けた土台 34 を第２の被接合部材、柱 35 を第３の被接合部材とした

ものであり、アンカーボルト 32 の上端に第１の螺子８が形成されている。 

 【００２７】 

 したがって、この第２実施形態では請求項１に対応してコンクリート基礎 31

と、このコンクリート基礎 31 の一側に設けられる当接する土台 34 と、この土

台 34 の一側に当接する柱 35 とを一体に接合する接合金具において、前記コン

クリート基礎 31、土台 34 及び柱 35 に第１〜３の孔４，５，６を同一軸線Ｘ上

にそれぞれ形成し、前記第１の孔４に埋設、固定したアンカーボルト 32 の一

側に第１の螺子８を形成し、前記貫通した第２の孔５に挿入した第２の連結部

材 13 の他側に前記第１の螺子８に螺合する第１の受け螺子 14 を設けると共に、

この第２の連結部材 13 の一側に第２の螺子 15 を形成し、前記第３の孔６に挿

入して固定した第３の連結部材 16 の他側に前記第２の螺子 15 に螺合する第２

の受け螺子 17 を設け、コンクリート基礎 31、土台 34 及び柱 35 に、アンカー

ボルト 32、第２、３の連結部材 13，16 を埋設すると共に、柱 35 を回動するこ

とにより、第２の螺子 15 と第２の受け螺子 17 を螺合させて柱 35 を土台 34、

ひいてはコンクリート基礎 31 に引き寄せることができる。したがって、土台

34 と柱 35 の隅角に、接合金具があらわれるようなことはなくなり、構造板

（図示せず）等を隅角にも簡単に取り付けることが可能となる。また、コンク

リート基礎 31、土台 34 及び柱 35 に対応するように、アンカーボルト 32、第

２，３の連結部材 13，16 を設けたことにより、コンクリート基礎 31、土台 34

及び柱 35 を順次組み立てると同時にアンカーボルト 32、第２，３の連結部材

13，16 をも組み立てることとなるので、作業を簡単に行うことができる。」 

 



 16 / 30 

 

イ．「【符号の説明】 

… 

９，10，18，19 ストッパー 

…」（第２ページ右欄） 

 

ウ．図４は次のものである。 

【図４】 
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（５）甲第８号証 

 本件特許の出願前に頒布された刊行物である甲第８号証には以下の記載があ

る。 

 

ア．「【０００８】本発明は、このような問題点をも解決すべく、研究，開発

を繰り返し、試行錯誤の末開発されてもので、前述のようにホールダウン金物

の問題点を解決するため、土台内に収まる構成としながらも、土台の横設も柱

の立設も容易に行え、基礎のアンカーボルトと土台上の柱とを連結できる画期

的な柱脚金具を提供することを目的としている。」 

 

イ．「【００２７】基礎１上に配設する土台２に形成した土台孔３に係合収納

され、基礎１上に突出するアンカーボルト４に連結する土台埋設部Ａと、前記

土台２上に立設する柱５の底部に形成した柱孔６に挿入されるホゾ部Ｂ（柱埋

設部）とを、一体とせず別体に構成して前記基礎１上に前記土台２を横設セッ

トした後係合連結し得るように構成している。 

【００２８】本実施例の柱脚金具の下部分となる土台埋設部Ａは、下方から内

方へ挿通される前記アンカーボルト４に螺着連結するアンカーボルト連結部７

を下部に有し、上部に前記ホゾ部Ｂの下部が係合連結するホゾ部連結部８を有

する構成とし、前記ホゾ部Ｂは、前記土台埋設部Ａの上部に設けたホゾ部連結

部８に係合連結する係合部９を下部に有し、上部に前記柱５の柱孔６に挿入し

柱５の側方より挿通する係止体 10 を貫通する連結孔 11 を有するパイプ状の連

結棒部 12 を有する構成としている。 

【００２９】具体的には、土台孔３を上下に貫通した円形孔とし、前記土台埋

設部Ａを上下が開放した円筒状とし、底部には内方へ突出した係止鍔部 16 を

設け、上方よりアンカーボルト連結孔７Ａを形成した底板体 14 を挿入して係

止鍔部 16 に係止することで有底筒状体となるように構成している。 

【００３０】即ち、この筒状体を前記土台２の上下方向に貫通形成した前記土

台孔３に面一状態にして係合収納するように構成し、この筒状体の下部の底板

体 14 にアンカーボルト４が挿通され且つアンカーボルト４の位置ズレに対応

できる長孔状のアンカーボルト連結孔７Ａを設け、このアンカーボルト連結孔

７Ａから筒状体内上方に突出したアンカーボルト４にナット７Ｂを螺着する構

成としたアンカーボルト連結部７を設け、この筒状体の上部に、前記ホゾ部Ｂ

の下部に設けたムクの係合部９を面一状態に挿入係合し、前記土台２側方から

挿通配設する係止体 13 を土台２，筒状体並びにホゾ部Ｂの連結孔 15 を介して

係合部９に貫通してこの土台埋設部Ａとホゾ部Ｂとを係合連結するホゾ部連結

部８を設け、このホゾ部Ｂの係合部９に前記柱５の柱孔６に挿入し柱５の側方

より挿通する係止体 10 を貫通する連結孔 11 を有するパイプ状の連結棒部 12

を立設して前記ホゾ部Ｂを構成している。」 

 

ウ．図２、４及び６は次のものである。 

【図２】 
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【図４】 
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【図６】 
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（６）甲第９号証 

 本件特許の出願前に頒布された刊行物である甲第９号証には以下の記載があ

る。 

 

ア．「【００６２】 
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 ここで、横材１や縦材２の止着孔６に貫通挿入する止着杆４は、例えば単に

止着孔６に打設して圧着固定するピン部材を採用しても良いし、例えば止着孔

６の一方側からボルト杆を挿入して他方側からボルト杆の先端を突出させ、そ

の先端にナットを螺着して固定するボルト杆を採用しても良い。特に止着杆４

としてボルト杆を採用した場合には、例えば図２及び図４に図示したように、

横材１の側面にアゴ掛け金具９を連結固定したり、その他にもこの木材の側面

に各種建築用金具を連結固定するためのボルト杆を前記止着杆４と兼ねる構成

としても良い。」 

 

イ．図２は次のものである。 

【図２】 

 
 

３．当審の判断 

（１）請求項１について 
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ア．対比 

 本件訂正特許発明１と引用発明１とを対比する。 

 

（ア）引用発明１の「梁」、「柱」、「面材」、「住宅」、「枠体」、「外壁

パネル」、「土台金具」及び「側端部金具」は、その構造、機能及び作用から

みて、本件訂正特許発明１の「梁材」、「外壁支柱」、「面材」、「家屋」、

「枠体」、「支柱ユニット」、「被連結部」及び「ユニット間連結金具」にそ

れぞれ相当する。 

 

（イ）引用発明１の「外壁パネル」は「梁」及び「柱」を備え、「柱間に面材

を配置」するものである。そして、このうち「梁」及び「柱」が線部材である

構造材、すなわち軸組であることは明らかであるから、引用発明１の「住宅」

の構造は在来の軸組によるものであって、その工法は「在来工法」であるとい

える。 

 また、引用発明１は「住宅の外壁の施工方法」であり、構造材である「梁」

及び「柱」は線部材であると認められるところ、「住宅」が屋根や床等を備え、

構造材であり線部材である「梁」や「柱」が当該屋根や床等の荷重を線荷重と

して受けることは自明である。 

 そうすると、引用発明１の「住宅の外壁の施工方法」は、本件訂正特許発明

１の「屋根、床等の上部荷重を梁材とともに線荷重として支える外壁支柱間に

面材を配置して家屋の外壁を形成する在来工法における家屋の外壁施工方法」

に相当する。 

 

（ウ）引用発明１の「外壁パネル」は、「複数の柱と、柱の側方に面材を支持

する複数の枠体とからな」るものである。また、「柱」、「枠体」、「梁」及

び「面材」が一体となった状態で立設されているから、「外壁パネル」が予め

形成されていることは明らかである。 

 そうすると、引用発明１は「複数の柱と、面材を支持する枠体とからなる外

壁パネルを予め形成する」との事項を備えており、引用発明１の当該事項と本

件訂正特許発明１の「下端に土台連結部を開設した複数の外壁支柱と、幅寸法

が全て等寸法で、外壁支柱の側方に面材を支持する複数の枠体とから、単一の

外壁支柱の側方に前記枠体を固定し、または複数の外壁支柱間と一方の外壁支

柱の側方に前記枠体を固定して支柱ユニットを予め形成する」とは、「複数の

外壁支柱と、外壁支柱の側方に面材を支持する複数の枠体とから、支柱ユニッ

トを予め形成する」との概念で共通する。 

 

（エ）引用発明１においては、「外壁パネルの柱が建築物の土台に等間隔に立

設された土台金具に嵌合されて立設され」るところ、「柱」に「土台金具」と

嵌合される部位が形成されていることは明らかであって、引用発明１の当該部

位は本件訂正特許発明１の「土台連結部」に相当する。 

 この点を踏まえると、引用発明１の「複数の外壁パネルの柱が」「嵌合され

て立設され」る「土台金具」を「建築物の土台に等間隔に立設」した点は、本
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件訂正特許発明１の「壁面支持土台部には前記外壁支柱の土台連結部に嵌合可

能な被連結部を等間隔に立設し」の点に相当する。 

 

（オ）引用発明１において「外壁パネルの土台金具の位置に水平方向に水平方

向金具が打ち込まれ」ることにより、「外壁パネル」を「建築物の土台」から

引き抜くことができなくなることは明らかである。 

 この点及び上記「（エ）」で検討した点を踏まえると、引用発明１の「複数

の外壁パネルの柱が建築物の土台に等間隔に立設された土台金具に嵌合されて

立設され、当該外壁パネルの土台金具の位置に水平方向に水平方向金具が打設

され」る点は、本件訂正特許発明１の「外壁支柱の土台連結部を壁面支持土台

部の被連結部に嵌合させた後、引き抜き不能に固定して支柱ユニットを順次立

設する」点に相当する。 

 

（カ）引用発明１の「外壁パネルが、一方の側端部上側に側端部金具を有する

とともに他方の側端部上側に側端部溝を有しており、当該一方の側端部が隣接

する外壁パネルに連結され」る点は、本件訂正特許発明１の「隣接する他の支

柱ユニット同士をユニット間連結金具を介して側方に相互に連結して家屋外壁

を形成する」点に相当する。 

 

 そうすると、本件訂正特許発明１と引用発明１とは、 

「屋根、床等の上部荷重を梁材とともに線荷重として支える外壁支柱間に面材

を配置して家屋の外壁を形成する在来工法における家屋の外壁施工方法であっ

て、 

 下端に土台連結部を開設した複数の外壁支柱と、外壁支柱の側方に面材を支

持する複数の枠体とから、支柱ユニットを予め形成するとともに、 

 壁面支持土台部には前記外壁支柱の土台連結部に嵌合可能な被連結部を等間

隔に立設し、 

 前記外壁支柱の土台連結部を壁面支持土台部の被連結部に嵌合させた後、引

き抜き不能に固定して支柱ユニットを順次立設するとともに隣接する他の支柱

ユニット同士をユニット間連結金具を介して側方に相互に連結して家屋外壁を

形成する在来工法における家屋の外壁施工方法。」 

の点で一致し、つぎの点で相違する。 

 

（相違点１） 

 支柱ユニットについて、本件訂正特許発明１では、「枠体」の「幅寸法が全

て等寸法で」、「単一の外壁支柱の側方に枠体を固定し、または複数の外壁支

柱間と一方の外壁支柱の側方に枠体を固定し」たものであるのに対して、引用

発明１では、支柱ユニット（外壁パネル）の一部が「枠体の幅寸法が全て等寸

法であり、複数の柱間と一方の柱の側方に枠体を固定したものである」ものの、

そうでない支柱ユニット（外壁パネル）も存する点。 

 

（相違点２） 
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 被連結部について、本件訂正特許発明１では、「家屋の四隅部において、前

記壁面支持土台部に開設された円形の貫通穴に嵌合されてアンカーに連結され

る円筒形状の円筒形連結具の中空部に圧接翼を介して圧入されるとともに、前

記壁面支持土台部、前記円筒形連結具、および隣接する他の壁面支持土台部に

形成された嵌合溝に嵌合する連結翼片を備えた連結金具とともにボルトにより

共締めされる連結管の先端に形成され、隅部以外においては、前記壁面支持土

台部を貫通するアンカーにねじ込まれた連結パイプの先端部に形成され」るの

に対して、引用発明１ではそのようなものでない点。 

 

イ．検討 

 事案に鑑み、まず上記相違点２について検討する。 

 

（ア）「家屋の四隅部」及び「隅部以外」について 

ａ．上記相違点２に係る本件訂正特許発明１の発明特定事項は、「被連結部」

を、「家屋の四隅部において、前記壁面支持土台部５に開設された円形の貫通

穴に嵌合されてアンカー１６に連結される円筒形状の円筒形連結具１８の中空

部に圧接翼１９ａを介して圧入されるとともに、前記壁面支持土台部５、前記

円筒形連結具１８、および隣接する他の壁面支持土台部５’に形成された嵌合

溝５ａに嵌合する連結翼片２２ａを備えた連結金具２２とともにボルト２１に

より共締めされる連結管１９の先端に形成され」るものとし、「隅部以外にお

いては、前記壁面支持土台部５を貫通するアンカー１６にねじ込まれた連結パ

イプ２３の先端部に形成され」るものとするものであって、要するに「家屋の

四隅部」と「隅部以外」とで「被連結部」に係る構成を異なるものとすること

を含むものである。 

 

ｂ．上記「ａ．」の事項に着目して各甲号証について検討すると、甲第７号証

及び甲第８号証にはそれぞれ土台と柱との接合構造が記載されているが、「家

屋の四隅部」と「隅部以外」とで接合に係る構成を異なるものとすることは記

載されていない。 

 また、他の各甲号証にも「家屋の四隅部」と「隅部以外」とで構成を異なる

ものとすることは記載されていない。 

 

ｃ．そうすると、上記相違点２のうち上記「ａ．」に係る、「被連結部」を、

「家屋の四隅部において、前記壁面支持土台部５に開設された円形の貫通穴に

嵌合されてアンカー１６に連結される円筒形状の円筒形連結具１８の中空部に

圧接翼１９ａを介して圧入されるとともに、前記壁面支持土台部５、前記円筒

形連結具１８、および隣接する他の壁面支持土台部５’に形成された嵌合溝５

ａに嵌合する連結翼片２２ａを備えた連結金具２２とともにボルト２１により

共締めされる連結管１９の先端に形成され」るものとし、「隅部以外において

は、前記壁面支持土台部５を貫通するアンカー１６にねじ込まれた連結パイプ

２３の先端部に形成され」るものとすることは、申立人が提出した甲第２号証

ないし甲第９号証には記載も示唆もされていないし、本件特許出願前において
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周知技術であったとはいえず、当業者が適宜なし得た設計的事項であるとする

こともできない。 

 

（イ）「圧接翼」について 

ａ．上記相違点２に係る本件訂正特許発明１の発明特定事項は、家屋の四隅部

において、「被連結部」が「圧接翼を介して圧入される」ことを含むものであ

る。 

 

ｂ．上記「ａ．」の「被連結部」が「圧接翼を介して圧入される」点に着目し

て各甲号証について検討すると、甲第８号証には「前記ホゾ部Ｂは、前記土台

埋設部Ａの上部に設けたホゾ部連結部８に係合連結する係合部９を下部に有し、

上部に前記柱５の柱孔６に挿入し柱５の側方より挿通する係止体 10 を貫通す

る連結孔 11 を有するパイプ状の連結棒部 12 を有する構成としている」（段落

【００２８】）ことが記載されており、その「パイプ状の連結棒部 12」は本件

訂正特許発明１の「被連結部」に相当する。 

 そして、甲第８号証には「パイプ状の連結棒部 12」を有する「ホゾ部Ｂ」が

「土台埋設部Ａの上部に設けたホゾ部連結部８に係合連結する係合部９を下部

に有し」（段落【００２８】）ており、「筒状体の上部に、前記ホゾ部Ｂの下

部に設けたムクの係合部９を面一状態に挿入係合」（段落【００３０】）する

ことが記載されているが、その「係合部９」は「ムク」すなわち中実であると

ともに、図４に示されるように円柱状の部材であって、「圧接翼」といい得る

ような翼状の部分を有するものではない。 

 すなわち、甲第８号証には「被連結部」が「圧接翼を介して圧入される」こ

とは記載されていない。 

 また、他の各甲号証にも「被連結部」が「圧接翼を介して圧入される」こと

は記載されていない。 

 

ｃ．そうすると、上記相違点２のうち上記「ａ．」に係る「被連結部」が「圧

接翼を介して圧入される」ことは、申立人が提出した甲第２号証ないし甲第９

号証には記載も示唆もされていないし、本件特許出願前において周知技術であ

ったとはいえず、当業者が適宜なし得た設計的事項であるとすることもできな

い。 

 

（ウ）上記相違点２に係る本件訂正特許発明１の発明特定事項に関連して、本

件特許明細書には「本例において、地震時の浮き上がり力が大きな家屋四隅部

には、浮き上がり力に対する抵抗力の高いホールダウン構造が形成される。」

（段落【００３５】）と記載されており、本件訂正特許発明１は相違点２に係

る本件訂正特許発明１の発明特定事項を備えることにより、地震時の浮き上が

り力が大きな家屋四隅部においても、浮き上がり力に対する抵抗力が高いとい

う効果を奏するものと認められる。 

 

ウ．小括 
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 以上のとおり、上記相違点２に係る本件訂正特許発明１の発明特定事項は、

各甲号証に開示も示唆もされていないとともに、本件特許出願前において周知

技術であったとはいえず、当業者が適宜なし得た設計的事項であるとすること

もできない。 

 そうすると、相違点１について検討するまでもなく、本件訂正特許発明１は、

引用発明１に基いて当業者が容易に発明をすることができたものであるとは認

められない。 

 

（２）請求項２ないし４について 

 本件訂正特許発明２ないし４は、本件訂正特許発明１を引用し、さらに限定

した発明であり、本件訂正特許発明１については上記「（１）」において検討

したとおりである。 

 そうすると、本件訂正特許発明２は、引用発明１に基いて当業者が容易に発

明をすることができたものであるとは認められない。 

 また、本件訂正特許発明３は、引用発明１及び甲５記載技術事項に基いて当

業者が容易に発明をすることができたものであるとは認められない。 

 また、本件訂正特許発明４は、引用発明１及び甲６記載技術事項に基いて当

業者が容易に発明をすることができたものであるとは認められない。 

 

第６ 取消理由通知において採用しなかった特許異議申立理由について 

 

１．取消理由通知において採用しなかった特許異議申立理由の概要 

 申立人が特許異議申立書において主張した特許異議申立理由であって、取消

理由通知において採用しなかった特許異議申立理由の概要は次のとおりである。 

 

（１）本件特許発明１及び２は、甲第１号証及び甲第１号証の２から把握され

る発明であって、本件特許出願前に電気通信回線を通じて公衆に利用可能とな

った発明である。 

 

（２）本件特許発明１及び２は、甲第１号証の２及び甲第２号証ないし甲第４

号証から把握される発明であって、本件特許出願前に公然実施をされた発明で

ある。 

 

２．甲各号証について 

（１）甲第１号証及び甲第１号証の２ 

ア．甲第１号証には、「２０１４／６／２４ 埼玉県八潮市大原で新工法「ハ

イブリットユニット工法」の上棟を公開しました。」と記載されている。 

 

イ．甲第１号証の２からは、上記「第５ ２．（１）」の引用発明１を把握す

ることができる。 

 

（２）甲第２号証 
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ア．甲第２号証には「ハイブリットユニット工法」と記載されている。 

 

イ．また、職権で調査したところによれば、申立人が申立書第７ページ第１２

〜１７行で説明するとおり、甲第２号証のウェブページには、甲第１号証の２

の動画へのリンクが設けられ、当該動画が表示されるものと認められる。 

 

ウ．しかしながら、甲第２号証には当該動画に関する日付等を示す記載は何ら

ないから、甲第２号証のみからは、甲第２号証のウェブページ及び甲第１号証

の２の動画に係る工法が、本件特許出願前に公然実施をされたとはいえない。 

 

（３）甲第３号証 

 甲第３号証には次の記載がある。 

 

ア．「新しい工務店支援システムと新工法「ハイブリッドユニット工法」 

マスイデア・益田建設が新しい工務店支援システムと新工法を公開 

 

株式会社 益田建設 

２０１４年７月３日 １３時４６分 

 

株式会社 マスイデアと株式会社 益田建設（代表 益田修一 埼玉県八潮市）は

６月２４日に埼玉県八潮市において株式会社 益田建設が推進する新工法「ハ

イブリッドユニット工法」の上棟を公開するとともに、株式会社マスイデアが

推進する新しい工務店支援システムの発表を行った。 

 

（画像省略） 

 

（株）マスイデアと（株益田建設（代表 益田修一 埼玉県八潮市）は６月２４

日に埼玉県八潮市において、（株）益田建設が推進する新工法「ハイブリット

ユニット工法」の上棟を公開するとともに、（株）マスイデアが推進する新し

い工務店支援システムの発表を行った。当日は工務店、メーカー、研究機関、

設計事務所、行政等約１５０名以上が熱心に見学し関心の高さがうかがえた。」 

 

（４）甲第４号証 

 甲第４号証には次の記載がある。 

 

ア．「益田建設（埼玉県八潮市、益田修一社長）は、独自のハイブリッドユニ

ット工法を初めて採用した住宅の建設を進めている。６月２４日、上棟見学会

を埼玉・八潮市内で行った。」 

 

イ．甲第４号証の右上枠外には「新建ハウジング 平成２６年（２０１４年）

７月１０日」と記載されているから、上記「ア．」における「６月２４日」は

平成２６年６月２４日のことであると解するのが自然である。 
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（５）各甲号証から把握される発明 

ア．甲第１号証及び甲第１号証の２から把握される発明 

 上記「第５ ２．（１）」で検討したとおり、甲第１号証を参照すると、甲

第１号証の２から把握される引用発明１が本願出願前に電気通信回線を通じて

公衆に利用可能となったものと認められる。 

 

イ．甲第１号証の２及び甲第２号証ないし甲第４号証から把握される発明 

（ア）上記甲第１号証、甲第３号証及び甲第４号証の記載等を総合すると、甲

第１号証の２は、本件特許出願前の２０１４年６月２４日に行われた「ハイブ

リッドユニット工法」の上棟を撮影したものであり、甲第３号証の「上棟を公

開する」及び甲第４号証の「上棟見学会」との記載等からみて、当該「ハイブ

リッドユニット工法」の上棟は公然知られ得る状況で行われたものと認められ

る。 

 

（イ）そして、甲第３号証及び甲第４号証には、甲第１号証の２から把握され

る以上の技術事項は記載されていないから、甲第１号証の２、甲第３号証及び

甲第４号証から把握される発明は、上記「第５ ２．（１）」の引用発明１で

あって、当該引用発明１は本件特許出願前に公然実施をされたものであると認

められる。 

 

３．当審の判断 

 引用発明１については、上記「第５ ３．（１）及び（２）」で検討したと

おりであって、本件訂正特許発明１及び２と引用発明１とは少なくとも相違点

２において相違するから、本件訂正特許発明１及び２が引用発明１であるとい

うことはできない。 

 そうすると、本件訂正特許発明１及び２は、甲第１号証及び甲第１号証の２

から把握される発明ではないから、本件特許出願前に電気通信回線を通じて公

衆に利用可能となった発明であるとはいえない。 

 また、本件訂正特許発明１及び２は、甲第１号証の２及び甲第２号証ないし

甲第４号証から把握される発明ではないから、本件特許出願前に公然実施され

た発明であるともいえない。 

 

第７ むすび 

 

 以上のとおり、取消理由通知に記載した取消理由並びに申立人が申し立てた

理由及び証拠によっては、本件訂正特許発明１ないし４に係る特許を取り消す

ことはできない。 

 また、他に本件訂正特許発明１ないし４に係る特許を取り消すべき理由を発

見しない。 

 

 よって、結論のとおり決定する。 
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